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児童虐待対策担当
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B152
警察との連携強化事業 民生費 児童虐待防止対策費

令和元年度～ 宣言項目   16

分野施策 010103 児童虐待防止・児童養護対策の充実 16-1,16-2,16-3,16-4,16-5,16-6,16-7,16-8,16-9,16-10,16-a,16-b

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 6,270 6,270 △254

前年額 6,524 6,524

令和 3年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

児童福
祉費

児童福祉総務
費

事 業
期 間

根 拠
法 令

児童福祉法第11条、12条
児童虐待の防止等に関する法律第4条　等（義務）

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

　児童虐待の未然防止、早期発見、早期対応のため、警
察との情報共有に係る新たなシステムを整備し、警察と
の連携をより一層強化する。
（１）警察との連携強化事業　　　6,270千円

（１）事業内容
　ア　児童虐待情報共有システムの運用
　　　児童相談所における業務支援システム運用について高い専門性を有する民間業者に開発業務を委託し、警察との
　　　情報共有のための児童虐待情報共有システムの運用を行う。
　イ　端末のリース
　　　システム運用にかかる機器のリース保守を行う。（県内警察署、県警少年課が対象）

（２）事業計画
　（令和2年度～）
　・　システムの本稼働開始

（３）事業効果
　・ データ更新が毎日可能となる。（速達性の向上により、リアルタイムに共有）
　・ 家族状況等詳細な情報を共有できる。（情報共有の範囲拡大により、的確にリスク等を共有）
　・ 児童相談所と警察署が直接つながる。（ダイレクトに児童相談所、警察が双方の対応状況等を共有）

　　実施主体：県
　　負担区分：（県10/10）

　　9,500千円×0.5人＝4,750千円

前年との
対比

― 福祉部 B152 ―
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